（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：公衆衛生費　目：食品衛生指導費
	事業名　拡充HACCP制度化普及推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　生活衛生課　食品指導係　電話番号：058-272-1111（内2564 ）

　　　　　　　E-mail： c11222@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　    　　7,887千円（前年度予算額：  1,800千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800

	要求額
	7,887　　
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,887　　

	決定額
	5,000　　
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000　　


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　　これまではHACCP導入は事業者が任意で取り組む衛生管理手法であったが、改正食品衛生法が平成30年６月13日に公布され、非許可業種を含め全ての食品等事業者を対象にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が制度化され、２年以内に施行となる。（猶予期間＋1年）

業態・事業規模により衛生上の重要な管理点の設定や管理の方法が異なるため、食品等事業者は自らHACCPプランの作成又は衛生管理計画（弾力的な運用）を作成しなければならない。

弾力的な運用が認められる事業者においては、各事業者団体が作成し、厚生労働省が認めた手引書に従ってHACCP導入を進めるが、手引き書が多岐にわたり、その指導助言には業種ごとの知識と理解が必要である。最終的な手引書の種類は100を超えるとされ、行政職員がこれを全て網羅し対応することは困難である。
（２）事業内容

HACCP導入の制度化の施行（平成32年6月までの政令で定める日）に向け、事業者自らが厚生労働省監修の手引書を活用し、衛生管理計画を作成、営業施設で運用ができるよう事業者支援を行う。

　【研修会事業の拡充】
○飲食店HACCP研修委託費（2,287千円、前年度899千円）[委託先：岐阜県食品衛生協会]

・飲食店営業に対し、各施設における衛生管理計画の作成を目的とした演習形式の研修会開催を委託する。
・11会場　定員40名/回

・会場確保、研修周知、申込受付、受講者通知等、今年度県が行った業務についても委託業務に含める

○専門講師による出前講座事業委託費（5,200千円）[委託]

　　　・事業者団体等が研修会を企画開催する場合、依頼に応じて県が契約したコンサルタント会社から無料で講師派遣を行う。
　　　・講師契約：50回/年程度を上限に講師派遣を委託契約
　　　・研修概要：厚生労働省が示す業界別手引書を研修会資料とする。
　　　　　　　　　定員10～40名　会場は依頼者が確保。
　【弾力的なHACCP運用事業者の登録事業】（400千円）［県実施］
・弾力的なHACCP運用が認められる多くの事業者の取組状況を県が効率的に把握し、支援や助言を行うため、HACCP取組に着手した事業者に登録手続きをしてもらう。
・登録事業者にはステッカーを配布し、取引先・消費者などのアピールにつなげる。
（３）県負担・補助率の考え方

食品等事業者へのHACCP導入支援は県の責務であることから県が全額負担
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	7,287
	飲食店ＨＡＣＣＰ研修委託費
専門講師による出前講座事業委託費

	印刷製本費
	　　300
	ステッカー作成

	消耗品費
	300
	文具、用紙等

	合計
	7,887
	


	　決定額の考え方　

実施回数等を精査し、所要額を計上します。


事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	事業者が個々の自主衛生管理体制の確立し、ＨＡＣＣＰを導入できるよう研修会を充実させる。また、事業者支援に必要な職員の資質向上について早急に取組み、ＨＡＣＣＰ指導者を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	飲食店HACCP研修会の開催
	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	11回
（R2）
	％


	HACCP運用事業者の登録
	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	20,000枚
（R2）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)


	食品等事業者のＨＡＣＣＰ導入支援、事業者団体の取組み支援は県の責務であり、関与は妥当。

食品衛生法改正により制度化されたＨＡＣＣＰ導入は令和3年度中に完全施行となり、食品等事業者への指導や支援は不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	導入が必要な対象施設は推計5万に上り、多方面からの支援が必要な状況にある。多くの事業者を支援するためには、演習形式の研修会は効率的かつ実用的である。


（今後の課題）

	新規事業者へのＨＡＣＣＰ導入支援は、完全施行以降（令和3年～）も必要とされる。対象事業者数は減少するが、一定の支援事業は継続する必要がある。



（次年度の方向性）
	ＨＡＣＣＰ導入の施行は令和３年度中に完全施行となるため、次年度も対応が必要。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


ここからは、記入しない項目欄には斜線を引いてください。








